
藤井寺市中小企業振興条例（素案） 逐条解説 

 

 

（前文） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 解説＞ 

・ 前文では、本市の現状及び中小企業を取り巻く環境の変化や中小企業等の振興の重要性、相互

連携の必要性など条例全体の考え方を明示しています。 

 

 

（目的） 

 

 

 

 

 

 

＜ 解説＞ 

・ 第１条は、条例の目的を定めたものです。 

・ 本条例は、関係機関等の理解・協力を得て中小企業等の振興を図ることで、本市の経済及び中小

企業の成長の持続的な発展を図りながら、市民の生活の向上に寄与することを目的としています。 

なお、この条例は、中小企業の振興に関する基本的な方向性や姿勢を市内外に示す理念条例です。 

 

 

藤井寺市は、古くより交通の要衝として栄え、世界文化遺産にも登録されている多くの古墳が築造さ

れたほか、古代には渡来文化の通り道として数々の文化がもたらされ、近世には街道沿いが繁栄する

等、文化交流のまちとして発展してきた。また、近代以降は、発達する交通網を背景に、大都市圏な

らではのものづくり産業、良好な住環境を彩る商業及びサービス業が集積し、まちのにぎわい及び活力

を創出し、雇用、資金の循環等を通じて市民生活の安定及び向上に寄与している。 

藤井寺市の産業の大部分を占める中小企業は本市の経済の根幹を支える存在であり、その中小企

業が激変する社会環境へと対応し成長していくことが、今後の本市の発展においては重要である。その

ため、中小企業者や関係機関、そして行政が相互に連携しながらこのまちで発展し続けるとともに、そこ

に働く人々が生きがいと働きがいを得ることができるよう、相互理解と信頼のもと、協働する必要がある。 

このような考えのもと、市内の中小企業の振興について、その基本的な理念及び方向性を明確にする

ため、この条例を制定する。 

第１条 この条例は、中小企業者が地域経済の発展に果たす役割の重要性に鑑み、中小企業の振

興に関する基本理念及び基本方針を定め、市、中小企業者、藤井寺市商工会、中小企業関係団

体及び市民の役割等を明らかにすることにより、中小企業の振興を総合的に推進し、中小企業者の

成長及び事業の持続的発展並びに地域経済の活性化を図り、もって市民生活の向上に寄与するこ

とを目的とする。 



（定義） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 解説＞ 

・ 第２条は、この条例に使用する用語の意味を定めたものです。 

・（３）の中小企業関係団体とは、藤井寺市中小企業振興会議のほか、商店街組合や士業団体、

金融機関や大学など、中小企業への支援や振興にかかわる団体を指します。なお、藤井寺市中小企

業振興会議とは藤井寺市商工会が中心となり設置された市内中小企業者からなる中小企業振興の

ための団体を指します。 

・ この条例では、個々の経営体について明示する場合は「中小企業者」、中小企業全体を表す場合は

「中小企業」としています。 

 

 

（基本理念） 

 

 

 

 

 

＜ 解説＞ 

・ 第 3 条は、中小企業の振興を推進していくための基本理念を定めたものです。 

・ 地域経済の振興において中小企業者は地域社会の基礎であり、地域経済の発展や雇用創出の中

心を担っていることから、地域経済の活性化及び市民生活の向上に重要な役割を果たしているという

認識のもと、関係するものの連携により中小企業の振興を図ることを規定しています。 

 

 

 

 

 

 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 中小企業者 中小企業基本法(昭和３８年法律第１５４号)第２条第１項各号に掲げるも

のであって、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

⑵ 藤井寺市商工会（以下「商工会」という。） 商工会法(昭和３５年法律第８９号)の規定に

基づく商工会をいう。 

⑶ 中小企業関係団体 藤井寺市中小企業振興会議その他の中小企業者への支援及び中小企

業の振興を図ることを目的とする団体をいう。 

第３条 中小企業の振興は、中小企業者が地域経済及び雇用を支える担い手として重要な役割を

果たしているという認識の下、中小企業者の創意工夫及び自主的な努力を尊重しつつ、市、中小企

業者、商工会、中小企業関係団体及び市民が連携を図り、中小企業者の成長発展が持続的に図

られ、市民生活の向上に寄与するものであることを基本理念とする。 



（施策の基本方針） 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 解説＞ 

 

・ 第４条は、施策の基本方針について定めたものです。この基本方針に沿って施策を実施していくことと

なります。 

(1)は、中小企業者が経営を安定させ、企業価値の向上を図ることを定めたものです。 

(2)は、地域経済の拡大を目指し、起業を促すことを定めたものです。 

(3)は、中小企業者における人材の確保や育成への支援や雇用の安定について定めたものです。 

(4)は、中小企業者相互の連携及び関係機関との連携促進について定めたものです。 

(5)は、中小企業振興に関する情報の収集及び中小企業者に対する情報提供を行っていくことを定め

たものです。 

 

（市の責務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 

 

＜ 解説＞ 

・ 第５条は、中小企業振興施策を推進していくために、市が担うべき内容について定めたものです。「責

務」とすることにより、より強い位置付けとしています。 

・ ３は中小企業振興を持続発展的に進めるには施策の継続性が重要であり、施策実施に必要な財

第５条 市は、第３条に定める基本理念及び前条に定める基本方針に基づき、中小企業の振興に

関する計画及び施策（以下「振興施策等」という。）を策定し、推進するものとする。 

２ 市は、中小企業者及び中小企業関係団体の意見を踏まえ、官民協働による持続発展的な中

小企業の振興に取り組むものとする。 

３ 市は、振興施策等を実施するため、必要な財政措置を講ずるよう努めるものとする。 

４ 市は、振興施策等の推進にあたり、国、大阪府その他の地方公共団体との連携に努めるものとす

る。 

５ 市は、工事の発注、物品及び役務の調達に当たっては、予算の適正な執行及び透明かつ公正な

競争の確保に留意しつつ、中小企業者の受注機会の増大に努めるものとする。 

６ 市は、中小企業者が豊かな地域社会づくりへの貢献や地域住民の生活の向上に寄与しているこ

とについて、市民の理解を深めるよう努めるものとする。 

第４条 市は、次に掲げる事項を、中小企業の振興に関する基本方針とする。 

⑴ 中小企業者の経営の安定及び企業価値の向上の促進 

⑵ 中小企業者の起業支援の促進 

⑶ 中小企業者の人材確保及び育成の促進 

⑷ 中小企業者相互及び関係機関との連携の促進 

⑸ 中小企業者に関する情報の収集及び提供 



政措置について定めています。 

・ ５は市が発注する工事や物品・役務の調達等において適正な予算執行や公平な競争及び適正な

契約履行に留意しつつ、中小企業者の受注機会の増大に努めることを定めたものです。 

 

（中小企業者の努力） 

 

 

 

 

 

 

＜ 解説＞ 

・ 第６条は、中小企業振興施策を推進していくために、中小企業者が担うべき内容について定めたも

のです。 

・ 中小企業者自らの事業の振興を推進するためには、経営基盤の強化、経営革新等に向けた自主的

な取組が必要であると規定しています。  

・ ２は、中小企業者は地域社会を構成する一員として、地域社会と調和を図りながら、安心して暮ら

せる地域社会の実現に努めることを定めたものです。  

 

 

（商工会の役割） 

 

 

 

＜ 解説＞ 

・ 第７条は、中小企業振興施策を推進していくために、商工会が担うべき内容について定めたものです。 

・ 商工会等の役割として、中小企業者が抱える多種多様な経営に関する課題改善に向けた取組に対

し適切な支援を行い、中小企業者自らが持つ経営力の更なる向上を図ることを規定しています。 

・ 商工会は、中小企業振興を担う中心的存在であり、中小企業振興施策に関して市と協力して実施

していくことを規定しています。 

 

 

 

 

 

 

第７条 商工会は、中小企業者の経営力向上、経営基盤の強化及び経営の革新に積極的に取り

組むとともに、市が行う振興施策等の実施について協力するものとする。 

第６条 中小企業者は、経済的かつ社会的な環境変化に応じて、自らの経営基盤の強化、経営革

新等に努めるものとする。 

２ 中小企業者は、第３条に定める基本理念に基づき、地域社会を構成する一員として、第４条に

定める基本方針の実現に努めるとともに、地域社会との調和を図り、安心して暮らしやすい地域社会

の実現に貢献するよう努めるものとする。 



（中小企業関係団体の役割） 

 

 

 

 

 

＜ 解説＞ 

・ 第８条は、中小企業振興施策を推進していくうえで、中小企業関係団体が担うべき内容について定

めたものです。 

・ 中小企業関係団体の役割として、中小企業者の取り組みに対する専門性を活かした支援や、相互

連携による中小企業振興施策等への取り組みを規定しています。 

 

 

（市民の理解と協力） 

 

 

 

 

＜ 解説＞ 

・ 第９条は、市民の理解と協力について定めたものです。 

・ 市民は、地域経済の発展、市民生活の向上に果たす中小企業者の役割を理解し、中小企業者とと

もに地域社会の発展に努めることとしています。  

 

第８条 中小企業関係団体は、中小企業者の自主的な努力及び創意工夫による取組みを積極的

に支援するものとする。 

２ 中小企業関係団体は、相互連携による振興施策等への取り組みにより、中小企業の振興に努

めるものとする。 

第９条 市民は、中小企業の振興が地域経済の基盤形成、雇用環境の整備等、市民生活の向上

において重要な役割を果たしていることを理解し、中小企業者の健全な発展に協力するよう努めるもの

とする。 


